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 積層ゴム支承が支持する構造形式の多様化に伴って，積層ゴム支承に作用する軸応力が圧縮領域で収ま

らず，引張領域にまで及ぶ可能性が指摘されている．本研究では，橋梁の耐震補強に用いられる積層ゴム

支承を対象として，繰り返し載荷実験によりせん断変形時に積層ゴム支承に生じるひずみ場を画像解析に

よって求めるとともに，等価介在物法を理論的な拠り所として積層ゴム支承に生じる応力場の同定を試み

た．供試体に生じるひずみ場および応力場は作用する軸応力に応じて特徴的な分布を示し，領域によって

は局所的に大きなひずみあるいは応力が生じていることが明らかとなった．  
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１．はじめに 
 
土木・建築の分野を問わず，積層ゴム支承が支持

する構造形式の多様化に伴って，積層ゴム支承に作

用する軸応力が圧縮領域で収まらず，引張領域にま

で及ぶ可能性が指摘されている 1), 2)．このように，

従来想定されていた圧縮軸応力と異なる軸応力下で

積層ゴム支承を使用するためには，マクロ的な力学

的特性を表す水平力－水平変位の履歴関係だけでな

く，積層ゴム支承を構成するゴム層と鋼板に生じる

局部的なひずみ場や応力場に関しても検討する必要

がある． 
積層ゴム支承は鉛直剛性を高めるためにゴム層と

鋼板の互層となっており，両端部には上下部鋼板が

取り付けられている．このような境界条件を有する

積層ゴム支承に生じるひずみ場や応力場に関しては，

古典的かつ理論的な研究 3), 4)を端緒とし，FEMベー
スの研究 5), 6)に至るまで様々な手法によって検討さ

れている．しかし，積層ゴム支承が大変形領域まで

せん断変形した場合のひずみ場や応力場に関しては，

実証的に十分なデータが得られているとは言えない． 
以上を踏まえ，本研究では橋梁の耐震補強に用い

られる積層ゴム支承を対象として，これらに繰り返

しせん断変形を与えることにより，せん断変形時に

積層ゴム支承に生じるひずみ場を画像解析によって

求めるとともに，等価介在物法 7)を理論的な拠り所 

 
図－1 実験供試体（単位は mm） 

 

として積層ゴム支承に生じる応力場の同定を試みた．

これらの実験および解析を通じて圧縮，引張の軸応

力の相違が積層ゴム支承のせん断変形性能に与える

影響について考察した． 
 
２．繰り返し載荷実験ならびに画像解析の概要 
 
(1) 実験供試体と載荷方法 

実験供試体の概要を図－1 に示す．供試体は

8mm×3 層の天然ゴム層と 3mm×2 枚の内部鋼板
（SS400）で構成されている．天然ゴムの静的せん
断弾性係数Gは 1.2MPa である．供試体の表面には，
図－2 に示すようにひずみ場の同定に必要な各変形

状態における変位を測定するため，225点（9行×25
列）の標点がマークされている． 
図－3 に載荷方法を示す．供試体を架台の上に設 
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図－2 画像解析のために供試体に貼付した標点 
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図－3 載荷方法（単位は mm） 

 
置した上で，供試体の上面には桁を模擬した梁（以

下，上梁と呼ぶ）を設置した．2 本の鉛直アクチュ
エータと水平アクチュエータのスイベルエンドを上

梁に取り付け，2 本の鉛直アクチュエータで一定の
軸力を荷重制御で保持しつつ，水平アクチュエータ

で目標とするせん断変形を変位制御によって与えた．  
 
(2) 実験ケース 

実験ケースを表－1 に示す．以下では，供試体に

作用させるせん断変形（水平変位 x）の指標として
これをゴム総厚で除したせん断ひずみ γ （百分率）
を用い，また，圧縮軸応力をマイナス（－），引張

軸応力をプラス（＋）でそれぞれ表すこととする． 
いずれの実験ケースにおいても，所定の軸応力を

作用させた状態で，載荷と除荷を 3回ずつ繰り返し
ながらせん断ひずみ γ を 50%，75%，100%，125%，
150%，200%，250%の順に漸増させた．これらのせ
ん断ひずみ γ ならびに繰り返し回数に関しては，地
震時において積層ゴム支承に作用しうるせん断変形

を想定し，定めたものである．  
なお，ケース 1 に関しては－6MPa の圧縮軸応力 

表－1 実験ケース 

実験ケース 載荷方法（軸応力＋せん断変形） 

ケース1 一定圧縮(－6MPa)＋一定回転（1/50）＋
せん断変形漸増 

ケース2 一定引張(2MPa)＋せん断変形漸増 

 

 
図－4 画像解析の流れ 

 
を作用させた状態で積層ゴム支承に曲げを作用させ

た．この場合には，せん断ひずみを漸増させる各載

荷ステップにおいて 2回目の載荷のピークのせん断
変形時に載荷を一旦保持した上で，1/50相当の回転
変形を積層ゴム支承に作用させた．1/50の回転変形
は地震時において下部構造の塑性化を想定して定め

たものである 8)． 
 
(3) 画像解析によるひずみ場の取得 

画像解析の概要を図－4 に示す．第 1に，実験中
に供試体の変形状態をデジタルビデオで撮影し，撮

影したデジタルデータを AVI ファイルに出力する．
これを AVI 操作ソフトウェア ConvertLB により
bitmap 型の連番ファイルに出力し，画像解析ソフト
ウェア Move-tr32/2D を用いて，供試体にマークし
た標点の x方向ならびに y方向の座標と変位を取得
する．次に，供試体にマークした標点に対して 4点
要素の格子として形状関数を用いて，得られた座標

と変位をもとに各標点におけるひずみ場 xxε ， yyε ，

xyγ を算出する．  
  
(4) 等価介在物法による応力場の同定 

積層ゴム支承に生じる応力場に関しては等価介在

物法をベースとして同定を行った 7)．本手法によれ

ば，対象とする材料が非弾性な特性を有する場合や

不均一な材料特性を有する場合に対しても，ひずみ

場および境界に生じる応力場を与条件として材料内

部の応力場を求めることが可能となる．理論展開に

関しては参考文献 7)に詳述されているのでここで
は割愛するが，本研究においては，積層ゴム支承に

生じる面内のひずみ場と積層ゴム支承の自由表面及

び上下部鋼板との境界に生じる応力場を実験的に取

得することによって，積層ゴム支承に生じる応力場

の同定を試みた． 
ここでは，積層ゴム支承にせん断変形を与える載

荷方向としては橋軸方向を想定しているため，橋軸
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直角方向（載荷直角方向）に対して積層ゴム支承は

平面応力状態にあると近似的に仮定した．その上で，

前節で述べたように載荷直角方向（橋軸直角方向）

からデジタルビデオで積層ゴム支承に生じる面内の

ひずみ場を取得するとともに，積層ゴム支承のゴム

層と上下部鋼板の境界に貼付された 3軸ゲージによ
って計測されたひずみ場から積層ゴム支承の境界に

生じる応力場を算出し，これらを与条件として積層

ゴム支承に生じる面内の内部応力場を推定した．  
 
 
３．積層ゴム支承に生じる局所的なひずみ場お

よび応力場 
 

2MPa の引張軸応力を作用させたケース 2 に関し
て供試体に生じたひずみ場を示すと図－5 のように

なる．ここでは，150%のせん断ひずみ γ を与えた
場合の結果を示している．  

xxε に関しては供試体の領域全体に－0.02～0.02
のひずみが分布しているものの，供試体の右上及び

左下隅角部においては－0.2 程度のひずみが，逆に
右下及び左上隅角部においては 0.07～0.09のひずみ
が生じている． yyε に関しては－0.02～0.03 のひず
みが領域全体に分布している． xyγ についてはゴム
層と内部鋼板でひずみの分布が明瞭に分かれており，

ゴム層には 1.4～1.6程度の大きなひずみが生じてい
る．なお，内部鋼板に生じる xyγ は本来小さくなる
べきであるが，本ケースでは 0.9 程度の xyγ が生じ
ている．これは，せん断ひずみ γ が 150%以上の変
形状態となると，内部鋼板に貼付したひずみ場計測

用の標点（図－2 参照）が鋼板部分よりゴム層領域

に僅かながらずれて，画像解析する際に見かけ上鋼

板がひずんだように処理されてしまったためである．

今後，ひずみ場の算定をより精度良く行うため，こ

れらの点を考慮して実験方法の改良を行う予定であ

る． 
同様に，ケース 2において供試体に生じた応力場
を求めると図－6 のようになる． xxσ に関しては供
試体の右上及び左下領域において 2.5～6.5MPa程度
の応力が，逆に右下及び左上領域においては－6.5
～－2.5MPa の応力が生じている． yyσ に関しては供
試体内部の領域において－11.0～－4.0MPa 程度の
応力が領域全体に生じており，逆に左右自由表面付

近において 0～4.0MPa の応力が生じている． xyσ に
ついては，供試体内部の領域においてゴム層と内部

鋼板で応力の分布傾向が異なっており，ゴム層では

－30.0～－15.0MPa 程度の応力が，内部鋼板付近で
は－11.0～－4.0MPa 程度の応力が生じている．逆
に供試体の左右自由表面付近において 7.0～
14.0MPa程度の応力が生じている． 
 以上より，供試体に生じるひずみ場および応力場

は作用する軸応力に応じて，供試体内部の領域と左

右自由表面付近，あるいはゴム層と内部鋼板付近で 

 

 

 
図－5 供試体に生じるひずみ場（実験ケース 2，せん断
ひずみ γ が 150%の場合，上段： xxε ，中段： yyε ，
下段： xyγ ） 

 
は異なる分布傾向を示し，領域によっては局所的に

大きなひずみあるいは応力が生じていることがわか

る．積層ゴム支承の終局状態としてはゴム層あるい

はゴム－内部鋼板間の破断が想定されることから，

このようなひずみ場や応力場の分布傾向の把握や定

量的な評価をより精緻化に行い，設計の指標として

還元していく必要があると考える． 
 
 
４．結論 
 
本研究では，積層ゴム支承に対して繰り返しせん

断変形を与え，変形状態を画像解析することにより，  
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図－6 供試体に生じる応力場（実験ケース 2，せん断ひ
ずみ γ が 150%の場合，凡例の単位は kgf/cm2，上

段： xxσ ，中段： yyσ ，下段： xyσ ） 
 
せん断変形下において積層ゴム支承に生じるひずみ

場を求め，さらに等価介在物法をベースとして応力

場の推定を行った．得られた知見をまとめると以下

の通りである． 
1) 供試体に生じるひずみ場および応力場は作用す

る軸応力に応じて，供試体内部の領域と左右自由表

面付近，あるいはゴム層と内部鋼板付近では異なる

分布を示し，領域によっては局所的に大きなひずみ

あるいは応力が生じることが明らかになった． 
2) 積層ゴム支承の終局状態としてはゴム層あるい
はゴム－内部鋼板間の破断が想定されることから，

積層ゴム支承に生じる局所的なひずみ場や応力場の

分布の把握や定量的な評価をより精緻化に行い，設

計の指標として還元していく必要がある． 
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